
はじめに

全国の信用金庫数は 1991年 3月末の 454から

2010年 3月末には 272へと大幅にその数を減少

(△182金庫, △40.1％) させている｡ また, 信用組

合数も同じく 414から 159へとさらに大きな減少

(△255 組合, △61.6％) となっている (図表 0�1

｢業態別にみた金融機関数の推移｣)｡ なぜこれほ

どまで信金, 信組が減少したかについては経営破

綻なども多く発生したが, 合併 (救済合併なども

含め) が大きく進展したことが強く影響している

と考えられ, 地方銀行ではほとんど銀行数が変化

していないのとは対照的である｡

合併に際してほとんどの場合, ｢収益力強化,

強固な経営基盤の構築｣ ということが合併の目的

であるとされている｡ 合併による規模拡大によっ

て, はたして本当に収益力強化が実現するのだろ

うか｡ たしかに, 金融機関には一定の資金量規模

が必要であると言われることも少なくない｡ 本稿

では, 合併が収益力の向上, 強固な経営基盤構築

をもたらすのだろうか, いわゆる ｢規模の経済性｣

による知見も踏まえつつ信用金庫および信用組合

の合併の意義について考えてゆきたい｡

1. ｢規模の経済性｣ 先行研究

合併効果検証方法の一つに, 規模の経済性を推

定する方法がある｡ 信用金庫ではなく, 信用組合

ではあるが, 信組の正の規模の経済性 (合併によ

る生産規模拡大が平均費用を低下させる) は, 宮

村 (1992b), 村本 (1994), 岩坪 (1999) で確認

されている｡ 一方, 規模の経済性では必ずしも合

併効果を予測できないとする見解がある｡ 規模の

経済性は静的指標であり, 合併効果を動的に検証

した星野 (1992) は, 信組の合併効果を否定, 合
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図表 0�1 業態別にみた金融機関数の推移

信用金庫 都市銀行 地方銀行 第二地銀 信用組合

1980. 3 462 13 63 71 483

1990. 3 454 13 64 68 414

2000. 3 386 9 64 54 291

2010. 3 272 6 63 42 159

(備考) 1. 大蔵省 (現財務省) 『銀行局金融年報』, 全国銀行協会 『全国銀行財務諸表分析』

等より作成｡

2. 90年 3月に地方銀行が増加しているのは, 84年 4月の西日本銀行の普通銀行

転換による｡



併の負の効果が出現するのは, 合併後 5年前後以

降と報告している｡ また岩坪 (2004) は合併後

5～8年にわずかながら与件変化が平均費用を低

下させるように働くが明らかな正の合併効果は認

められず, むしろ合併後 9年以降, 与件変化が平

均費用を上昇させるように作用したとする｡

橘木・羽根田 (1999) は, 合併した 5都市銀行

について, 合併効果に否定的結論を得ている｡ ま

た, 松浦 (1993) は, 都市銀行は 20年以上, 地

方銀行は 13年の長期間を, 合併によって発生す

る圧迫要因解消に費やしたと報告もしている｡

ただ, こうした ｢規模の経済性｣ の先行研究は,

統計手法により規模と生産物との間に相関関係が

認められるとはいわれるのだが, 何故, 規模の拡

大がそのような相関をもたらすかについてはあま

り詳しくは論じられることはない｡

日銀は 2008年 9月の 『金融システムレポート』

において, 信用金庫の動向として, ｢信金全体で

は, 足許では資金利益の伸び悩みから収益力の改

善が停滞している｡ また, 財務基盤をみると, 全

体としては大きな変化はみられないが, 個別金融

機関のばらつきが拡大しているように窺われる｡

個々の信用金庫にとっては, その置かれた経営環

境は異なるが, その違いを踏まえたうえで, 地域

に対する金融サービスの充実や不良債権処理の一

段の促進といった経営課題に取り組みつつ, 今後

とも収益力の強化を図っていくことが期待され

る｣(1) と指摘している｡

その上で, ｢地域金融機関については, 営業地

盤とする地域経済において, 金融仲介機能を安定

的に発揮していくという重要な役割を担っている｡

こうした機能を十分に発揮していくためには収益

力に裏付けられた安定的な経営基盤を構築するこ

とが重要である｡ その際, 経営規模の小さい金融
・・・・・・・・・・

機関では, 費用・利潤の両面において, 規模の経
・・・・ ・・・・・・・・・・・・ ・・・・

済性を享受していく余地が大きい｡ 高度な経営判
・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・

断を伴う合併・経営統合なども選択肢の１つとし
・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・

て視野に入れつつ, 規模の経済性を追求すること
・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

で, 費用・利潤両面での効率性を高めていくこと
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ができると考えられる｡ こうしたことを通じ, 金
・・・・・・・・・・

融サービスの効率的な提供を維持しながら, 基礎

的な収益力の向上と経営基盤の安定化を図ってい

くことが期待される｣(2) (傍点は引用者) として,

合併によって規模の経済性を追求することを要請

している｡

以下では, ｢規模の経済性｣ の成立を認める側

の代表として井上有弘の見解を, また否定的な側

の代表として八代恭一郎の見解をみてゆきたい｡

2. 井上 (2003a)：業務粗利益と ｢規模

の経済性｣

井上有弘は, ｢信用金庫の規模の経済性と合併

効果 生産関数の推計と合併事例による分

析 ｣ (『信金中金月報』 2003. 2増刊号) におい

て, ｢計量経済学的分析による ｢規模の経済性｣

は, 基礎的な収益 (業務粗利益) に認められた(3)｣

と述べる｡

｢すべての信用金庫が同じ生産技術を持つと想

定した推計の結果, 基礎的な収益である業務粗利

益を生産物としたときに, 平均的規模の信用金庫

については規模の経済性が認められた｡ 信用金庫

ごとの規模弾力性から, 業務粗利益については小

規模金庫, 小規模な都市に所在する信用金庫で合

併効果がある｣｡ ｢規模の経済性は預金量 4,000億

円未満の信用金庫, つまり 8割弱の信用金庫に認

められた｣ とする｡ ｢東京とそれ以外の地区に分割

した分析でも, ほとんどの信用金庫で規模の経済

性が認められ, 今後も合併などによって規模のメ

リットを享受できる可能性があることが示された｣｡

さらに実際の合併事例による分析では, ｢合併

による経費削減効果は, 本部人員など, 特に人件

費について明確であった｡ また, 合併効果は短期

間であらわされるものではなく, 継続的な取組み

の成果が徐々にあらわれ, 平均すると合併後 5～

6期をかけて経費効率が平均的な水準まで改善さ

れている｡ 人員の再配置などを考慮すると, ある

程度の時間をかけなければ, 合併効果はあらわれ

にくいといえる｣｡ ただ ｢実際には, 小規模なが

ら高い収益性を示す信用金庫が存在し, 規模と収

益性に 1対 1の対応関係があるわけではない｣ の

も事実であると論じる｡

社会科学論集 第 138号

92



また, 井上有弘 ｢最近の信用金庫の合併効果｣

(『信金中金月報』 2003. 5) では, 以下のような分

析がなされている｡

� ｢人員削減による経費効率改善効果が顕著｣｡

預金量に対する経費の割合である ｢経費率を

みると, 1999年度以降の事例では, 従来以

上に経費効率が改善されている｡ また, 最近

の本店所在地が異なる ｢拡大型｣ の再編では,

経費率が平均程度でも合併等に踏み切り, さ

らにコスト削減を図っている事例も多い｡ 内

訳をみると, 経費削減の多くは約 6割を占め

る人件費によるものであり, 合併等を契機と

した人員数の減少が大きく寄与している｣｡

� ｢都市部の再編では, 収益性向上に結びつ

いていないケースも｣ 見られる｡ ｢低金利の

長期化や貸出残高の減少に加え, 都市部にお

ける他の金融機関との競合状況の厳しさが,

合併等の収益性向上を限定的にしている可能

性もある｣｡

� 実際の事例について, ｢再編後の貸出金シェ

アと人口規模の関係をみると, 大都市にある

信用金庫ほどシェアが低く, シェアが高い信

用金庫は小規模な都市に所在する傾向にある｡

他の信用金庫を含めた競合状況の厳しさが,

都市部の信用金庫の収益性向上を妨げている

要因の 1つといえるだろう｡ 合併等によって

経費効率は改善するが, 信用金庫にとってよ

り重要な課題は, 個々の営業地盤において競

争力を確保し, 再編を収益性向上に結び付け

ていくことであろう｣｡

なお, 青木 武は ｢米国における銀行 大き

いことはいいことなのか？ ｣ (『信金中金月報』

2003. 5) で, アメリカにおける銀行合併事情を紹

介しており, 主要論点は以下の二点, ①合併して

も規模の経済により効率的になるとは限らない,

②補完的な合併よりも集中的な合併が評価される,

と論じている｡

｢銀行に規模の経済は存在するか, また銀行経

営に必要最低限の規模 (クリティカルマス) なる

ものが存在するのかについて, 米国独立コミュニ

ティバンク協会役員, 連邦預金保険機構 (FDIC)

の複数の専門家に聞いたところ, いずれも, 規模

の経済はある程度はあるが絶対的ではないとし,

必要最低限の規模については明確に否定し, あく

までその銀行の置かれている市場規模や環境によ

り, 様々なサイズがあってよい, という意見であっ

た｣｡ ｢日本で時々言われる, 金融機関には必要最

低規模があるから合併すべきである, という考え

方は米では奇異に映るであろう｣｡

｢金融機関はある一定の規模までは規模の経済

が認められ, それ以上大きくなると規模の不経済

が生じる可能性が高い (経済と不経済のターニン

グポイントについては, 米国の研究では円換算で

総資産 30億～1.2兆円と幅広く, 諸説があるが,

井上 (2003a, 2003c) によると信金の場合は預金

量 4,000億円となっている)｣｡

｢合併して規模が大きくなったからといって必

ずしも平均コストが下がるわけではな｣ く, 当た

り前であるが, ｢単に合併して規模が大きくなっ

たからといって自動的に効率が良くなるわけでは

なく, 経営努力によって効率はよくなるのである｣｡

米では ｢地域補完, 機能補完的な合併よりも,

機能集中, 地域集中の合併の方が株式市場からは

評価される｣ という調査結果はあるものの, ｢た

だし, 何事にも長所と短所があることを忘れるわ

けにはいかない｡ 特定の狭いエリアに集中しすぎ

ると, その地域の経済の浮き沈みの影響を直接受

けてしまう｣ (嘗て釜石信金が破綻し, 地銀, 信

金など 6金融機関に分割営業譲渡されたことが想

い起こされる｡ ―引用者注)｡

3. 八代 (2004)：資金量の拡大と収益性・

効率性・健全性

前節でみたように井上は, 基礎的な収益である

業務粗利益において ｢規模の経済性｣ が認められ

るとする｡

八代恭一郎 ｢信金合併による資金量の拡大は収

益性・健全性の向上につながらない 規模に目

を奪われず冷静な経営戦略実行を ｣ (『金融財

政事情』 2004. 2. 16) では, ｢信用金庫の資金量と

合併は収益力の向上, 強固な経営基盤構築をもたらすのか
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経営指標の関係を考察すると, 必ずしも資金量が

多いほど, 各種経営指標が良好だということには

ならない｣ と規模の経済性については否定的であ

る｡ 八代は ｢｢資金量が大きければ経営指標もよ

い｣ という推論が正しいかどうか検証｣ するため,

｢全国の信金の財務データ(4) をもとに, 信金の資

金量と収益性・効率性・健全性の関係を分析｣ す

る｡

�収益性については, 業務粗利益 ROA (％)

[業務粗利益 (資金運用収支, 役務取引等収支,

特定取引収支, その他業務収支の合計)÷総資産

で算出] を横軸にとり, 業務純益 ROA (％)

[業務純益 (業務粗利益から一般貸倒引当金繰入

額および臨時的な色彩のない経費を引いたもの)

÷総資産で算出] を縦軸にとるマトリックスで分

析する｡ ｢資金量の拡大につれて収益力も向上す

るのであれば, このマトリックスは, 資金量順に,

左下から右上に向かって並ぶはずである｡ ところ

が実際にはそのような結果にはならなかった｣

(図表 3�1)｡ ｢資金量が 3,000億円以下のグループ

では 2％前後の業務粗利益 ROAを維持したまま

で資金量が拡大するにつれて徐々に業務純益

ROAを改善させている｡ これは, 規模の拡大に

よる経費率低下の効果が出てくるためと考えられ

る｡ しかし, 資金量 3,000億円を上回るグループ

における業務純益 ROAは資金量の規模に関係な

く 0.5％から 0.55％程度で頭打ちとなっている｡

そして, 業務粗利益 ROAだけが低下していく｡

つまり, 規模の効果で経費率はある程度まで低下

するものの, 資産量にふさわしい粗利益が実現し

ていないといえるのではないだろうか｣ と, 収益

性は 3,000億円をピークに頭打ちになっていると

分析している｡

�効率化については, 粗利益経費率 (％) [経

費÷業務粗利益で算出] を横軸にとり, 一人当た

りの業務純益 (百万円) [業務純益÷常勤役職員

数で算出] を縦軸にとるマトリックスで分析する｡

｢資金量の増加が効率性について好ましい結果を

もたらすならば, このマトリックスは, 資金量が

大きくなっていくに従って右下から左上に向かっ

て並ぶはずであるが, 分析結果もおおむねそのよ

うなものになった｣ (図表 3�2)｡ ｢粗利益経費率

は 2,000億円の資金量を境に 10ポイント近く改

善する｣ が, ｢資金量が 2,000億円を超えると,
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図表 3�1 資金量と収益性
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資金規模別業務粗利益 ROAと業務純益 ROAの関係
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業
務
純
益
Ｒ
Ｏ
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(

％)

1 t～ 0.5 t～1 t 0.3 t～0.5 t

0.1 t～0.2 t

0.2 t～0.3 t

0.05 t～0.1 t ～0.05 t

(注) 資金量 (預金積金残高) による分類については図表 3�4の資金量による分類を参照 (以下,

図表 3�1��, 表 3�2��, 表 3�3, 表 3�3��についても同じ)｡

(出所) 八代恭一郎 ｢信金合併による資金量の拡大は収益性・健全性の向上につながらない｣ (『金

融財政事情』 2004. 2. 16)



どのグループも粗利益経費率は 70％台前半になっ

ており, それぞれの格差は小さい｡ こうした傾向

は, 一人当たりの業務純益についても同様である｡

つまり資金量が 2,000億円を超すと資金量の規模

に基づく効率性についての格差は小さいとの結果

となった｣｡

�健全性では, 資金量と不良債権比率 (％)

[(破綻先債権額＋延滞債権額＋3か月超延滞債権

額＋貸出条件緩和債権額)÷貸出金残高で算出]

の関係でみてみる｡ ｢資金量が拡大していくと健

全性が増す, すなわち不良債権比率が小さくなる

という結果は得られなかった｣ という｡

また, ｢信金は, 個々の金庫の規模や顧客基盤

などが非常に多様であり｣, ｢なかんずく再編が他

の地域よりも早い時期から始まった東京や大阪な

どに本店をおく都市型信金については, バブル崩

合併は収益力の向上, 強固な経営基盤構築をもたらすのか
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図表 3�2 資金量と効率性
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(出所) 八代恭一郎 ｢信金合併による資金量の拡大は収益性・健全性の向上につながらない｣

(『金融財政事情』 2004. 2. 16)

図表 3�3 資金量と健全性
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につながらない｣ (『金融財政事情』 2004. 2. 16)

(％)

10.71

12.29

11.73

10.59

12.34 12.29

14.01



壊の影響を大きく受けたこと, 地域内貸出シェア

(03年 3月時点) が最低水準 (東京 5.8％, 大阪

7.7％) の地域であること, そして, 資金量が比

較的大きい信金が複数存在するといった特殊性が

ある｣ ので, 異なる分析結果が出ることも考えら

れたが, ｢全国ベースでの分析と同様の結果が得

られ, 東京と大阪の信金の特殊性は見られなかっ

た｣ ともいう｡

以上の分析からは, ｢資金量の拡大は効率性の

改善に寄与するが, 収益性や健全性においては限

定的な効果しかないとの結果が得られた｣｡ ｢大き

くなる資金量に目を奪われることなく, 合併・再

編後は, 冷静な経営戦略を策定, 実行していくこ

とが信金に課せられた課題といえる｣ と結論づけ

ている｡

私も八代と同様な手法で, 念の為, 北東北 3県

の信用金庫について分析を試みた (図表 3�1��
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図表 3�1�� 資金規模別業務粗利益 ROAと業務純益 ROAの関係
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(注) 図表 3�4に基づき筆者が作成｡

図表 3�2�� 資金規模別粗利経費率と一人当たり業務純益の関係
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(注) 図表 3�4に基づき筆者が作成｡
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図表 3�3�� 資金量と不良債権比率の関係
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(注) 図表 3�4に基づき筆者が作成｡

図表 3�4 北東北 3県信用金庫 経営諸指標 (2003年 3月期)

(単位：％, 一人当たり業務純益は百万円)

金 庫 名 県
資金量

順 位

収 益 性 効 率 性 健 全 性

業務粗利益 ROA 業務純益 ROA 粗利経費率 一人当たり業務純益 不良債権比率

④

八 戸 青森 122 2.28 0.74 72.77 5.40 6.93

あ お も り 青森 133 2.65 0.72 72.72 4.15 7.73

(平 均) 2.47 0.73 72.75 4.78 7.33

(全国平均) 2.00 0.59 72.54 5.30 10.59

⑤

東 奥 青森 199 2.66 0.59 76.85 3.20 9.67

盛 岡 岩手 170 1.93 ▲0.08 85.90 ▲0.51 18.52

一 関 岩手 176 2.26 0.75 70.63 5.09 7.99

(平 均) 2.28 0.42 77.79 2.52 12.06

(全国平均) 1.94 0.43 80.77 3.36 12.34

⑥

十 和 田 青森 260 2.48 0.29 87.32 1.57 6.45

秋 田 秋田 238 2.01 0.43 79.08 2.89 5.90

羽 後 秋田 290 2.35 0.48 82.24 2.29 11.62

秋田ふれあい 秋田 261 2.28 0.50 74.95 2.75 17.92

水 沢 岩手 245 2.18 0.59 65.57 4.42 9.54

花 巻 岩手 279 1.79 0.21 86.72 1.27 2.58

宮 古 岩手 282 2.42 ▲0.36 82.82 ▲1.98 17.78

北 上 岩手 280 2.33 0.88 73.07 5.21 13.70

(平 均) 2.23 0.38 78.97 2.30 10.69

(全国平均) 2.03 0.41 81.69 2.75 12.29

⑦

下 北 青森 313 2.79 0.61 77.86 2.58 8.30

五 城 目 秋田 324 0.68 ▲1.00 266.14 ▲5.04 21.17

二 戸 岩手 314 2.14 0.52 78.89 3.10 7.14

(平 均) 1.87 0.04 140.96 0.21 12.20

(五城目除く平均) 2.47 0.57 78.38 2.84 7.72

(全国平均) 1.97 0.34 89.39 2.15 14.01

(注) 『金融ジャーナル』 2003. 11および各信金ディスクロージャー資料より筆者が作成｡



～図表 3�3��及び図表 3�4 参照)｡ 八代は全国

326金庫および東京, 大阪の金庫について分析,

検証を行っているが, それでは地方の信用金庫で

はどうなのかについて, 本稿では, 青森, 秋田,

岩手の北東北 3県の信用金庫で検証を試みた｡ サ

ンプル数が比較的少なく, かつ規模階層が 4つに

限られるため十全たるデータは望めなかったが,

八代とほぼ同じような結果が得られ, 地方の信用

金庫でも必ずしも規模の経済性が成立していると

はいい難いものであった｡

まず収益性については, ●→ →×(5) こそ期

待される傾向を表すものの, ＋→●は全く正反対

の傾向を示している (八代のグラフでは, ほぼ全

くといってよいほど期待値には沿わないものであ

る)｡ 効率性についても, ●→ →×は期待され

る傾向を表すが, ＋→●は全く正反対である (八

代のグラフも＋→●→ →×までは期待値に沿っ

たものとなっている)｡ そして健全性では, 0.2～

0.3 t (2,000億円以上 3,000億円未満｡ tは兆円)

でこそ不良債権比率は減少するものの, それより

規模の小さいところではむしろ逆に順次増加の傾

向にある (八代のグラフでは, ～0.05 t (500億

円未満) から 0.2～0.3 t (2,000億円以上 3,000億

円未満) までは順次減少の傾向を示すが, それ以

降はむしろ逆に増加している)｡

小田真一朗(6) は, ｢協同組織金融機関を取り巻

く経営環境は, 長年の地域経済の不振, 中小企業

の停滞によって, 一般に厳しい状況が続いている｡

これは, 多くは大都市圏, 及びその周辺地域に基

盤を持つ兆円信金 (25信金) も例外ではない｣

とし, 兆円信金の業務粗利益率 (業務粗利益÷資

金運用勘定計平均残高×100) や預貸率の推移な

どを分析している｡

同氏論考は, 大都市圏, 及びその周辺地域に基

盤を持つ大規模信用金庫であっても厳し経営環境

にあることを明らかにすると同時に, 合併によっ

て資金量規模が拡大すれば, 自動的に収益力が強

化され, 強固な経営基盤が構築されることになる

ものでは必ずしもないというように理解したい｡

4. 都留信用組合と山梨県の信用組合の

合併・再編の歴史

ここ第 4節では, 信用金庫ではなく信用組合の

合併事例ではあるが, 山梨県の信用組合の歴史

(都留信用組合および山梨県民信用組合) につい

て見ておくことにしたい｡

山梨県では, 図表 3�5 ｢山梨県 信用組合の変

遷｣ にあるように, 昭和 27年 (1952年) 3月 8

日設立された都留信用組合を始めとして 12の信

用組合が設立され, その後合併・再編の結果, 現

在では都留信用組合, 山梨県民信用組合と県内 2

信組に集約されている｡

山梨県では信用組合が他府県では見られないほ

どの存在感を示す特異な金融構造となっている｡

山梨県は都道府県別の預貸金動向(7) で見ると

(2010年 3月現在), 預貯金合計 57,600億円 (全

国シェア 0.6％), 貸出金合計 22,733億円 (全国

シェア 0.4％) と必ずしも金融大国というわけで

社会科学論集 第 138号

98

資金量による分類

預金積金残高 全国金庫数 北東北 3県金庫数

① 1兆円以上 ( 1 t～) 21 ( 6.4％) 0 ( ― )

② 5,000億円以上 1兆円未満 (0.5 t～1 t) 41 (12.6％) 0 ( ― )

③ 3,000億円以上 5,000億円未満 (0.3 t～0.5 t) 39 (12.0％) 0 ( ― )

④ 2,000億円以上 3,000億円未満 (0.2 t～0.3 t) 45 (13.8％) 2 (12.5％)

⑤ 1,000億円以上 2,000億円未満 (0.1 t～0.2 t ) 86 (26.4％) 3 (18.8％)

⑥ 500億円以上 1,000億円未満 (0.05 t～0.1 t ) 68 (20.9％) 8 (50.0％)

⑦ 500億円未満 (～0.05 t ) 26 ( 8.0％) 3 (18.8％)

合 計 326 (100％) 16 (.100％)
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図表 3�6 都道府県別預貸金及びシェア (2010年 3月)

(単位：億円, ％)

業 態
預貯金残高 貸出金残高

シェア シェア

山

梨

県

大手銀行など 3,638 6.3 2,160 9.5

都 市 銀 行 ― ― ― ―

その他銀行など ― ― ― ―

信 託 銀 行 ― ― ― ―

地 方 銀 行 21,637 37.6 9,459 41.6

山梨中央銀行 21,637 37.6 9,459 41.6

第 二 地 銀 ― ― ― ―

信 用 金 庫 2 7,126 12.4 3,596 15.8

信 用 組 合 2 6,649 11.5 4,991 22.0

労 働 金 庫 515 0.9 761 3.3

農 協 5,891 10.2 1,766 7.8

ゆうちょ銀 12,144 21.1 ― ―

合 計 57,600 100.0 22,733 100.0

全

国

大手銀行など 3,440,177 33.8 2,216,248 42.0

地 方 銀 行 2,126,910 20.9 1,546,104 29.3

第 二 地 銀 572,467 5.6 434,369 8.2

信 用 金 庫 1,174,304 11.5 641,534 12.2

信 用 組 合 167,467 1.6 94,212 1.8

労 働 金 庫 162,576 1.6 114,481 2.2

農 協 844,774 8.3 227,148 4.3

ゆうちょ銀 1,678,974 16.5 ― ―

合 計 10,167,648 100.0 5,274,097 100.0

(出所) 『金融ジャーナル』 2010. 12増刊号, ｢都道府県別預貸金のシェア・増減率｣

図表 3�7 山梨県の信用組合

業 態

預 貯 金 残 高
シェア
増 減

増減率 貸 出 金 残 高
シェア
増 減

増減率 店 舗 数

2010/3
期

シェア
2005/3
期

シェア 5年比 5年比
2010/3
期

シェア
2005/3
期

シェア 5年比 5年比
2010/3
期

2005/3
期

(億円) (％) (億円) (％) (ポイント) (％) (億円) (％) (億円) (％) (ポイント) (％) (店) (店)

大手銀行など 3,638 6.3 3,363 5.6 0.7 8.2 2,160 9.5 2,105 9.1 0.4 2.6 5 5

都 市 銀 行 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 4

その他銀行など ― ― 0 0.0 ― ― ― ― 0 0.0 ― ― 1 0

信 託 銀 行 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1 1

地 方 銀 行 21,637 37.6 19,882 33.0 4.5 8.8 9,459 41.6 9,195 39.8 1.8 2.9 76 81

山梨中央 21,637 37.6 19,882 33.0 4.5 8.8 9,459 41.6 9,195 39.8 1.8 2.9 76 81

第 二 地 銀 ― ― 128 0.2 ― ― ― ― 56 0.2 ― ― 1 1

信 用 金 庫 2 7,126 12.4 7,573 12.6 ▲ 0.2 ▲ 5.9 3,596 15.8 4,448 19.3 ▲ 3.4 ▲19.2 58 66

信 用 組 合 2 6,649 11.5 7,641 12.7 ▲ 1.2 ▲13.0 4,991 22.0 5,220 22.6 ▲ 0.6 ▲ 4.4 65 100

労 働 金 庫 515 0.9 460 0.8 0.1 12.0 761 3.3 542 2.3 1.0 40.5 3 4

農 協 5,891 10.2 5,718 9.5 0.7 3.0 1,766 7.8 1,540 6.7 1.1 14.7 117 165

ゆうちょ銀 12,144 21.1 15,412 25.6 ▲ 4.5 ▲21.2 ― ― ― ― ― ― 256 274

合 計 57,600 100.0 60,177 100.0 ― ▲ 4.3 22,733 100.0 23,106 100.0 ― ▲ 1.6 581 696

(出所) 『金融ジャーナル』 2010. 12増刊号 より作成｡
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図表 3�8 業態別に見た都道府県別預貯金・貸出金シェアランキング (山梨県の信用組合)

預貯金シェア (信用組合) 貸出金シェア (信用組合)

2010/3期 2005/3期 2000/3期 2010/3期 2005/3期 2000/3期

1 山 梨 11.5 12.7 13.4 1 山 梨 22.0 22.6 23.8

2 � 城 5.8 5.3 4.9 2 � 城 8.0 8.5 9.6

3 新 潟 5.4 5.3 5.5 3 福 島 7.0 6.2 6.4

4 長 野 5.0 3.8 3.6 4 新 潟 6.6 7.3 8.6

5 群 馬 4.8 4.8 4.4 5 大 分 6.2 6.9 6.9

6 大 分 4.7 4.3 4.2 6 広 島 6.1 5.6 5.4

7 福 島 4.2 3.7 3.7 7 群 馬 5.9 6.5 6.8

8 広 島 3.9 3.5 3.6 8 長 野 5.0 4.8 5.8

9 岐 阜 3.3 3.6 3.4 9 岐 阜 4.2 5.3 5.3

10 佐 賀 3.1 2.7 2.6 10 佐 賀 3.7 3.5 4.0

11 長 崎 2.9 2.2 2.3 11 鹿 児 島 3.4 4.3 4.9

12 鹿 児 島 2.8 2.7 2.9 12 青 森 3.3 3.7 4.8

13 青 森 2.8 2.5 3.1 13 長 崎 3.3 2.6 3.3

14 山 形 2.8 3.8 3.9 14 山 形 3.2 5.3 6.2

15 兵 庫 2.5 2.2 2.6 15 兵 庫 3.0 2.9 4.0

16 岡 山 2.5 2.8 3.2 16 北 海 道 2.5 3.3 4.0

17 大 阪 2.1 1.9 2.5 17 香 川 2.4 2.1 3.1

18 滋 賀 1.9 1.9 2.3 18 岡 山 2.4 3.6 4.7

19 北 海 道 1.9 2.2 2.6 19 大 阪 2.3 1.9 2.8

☆ 全 国 1.6 1.6 2.0 20 滋 賀 2.3 2.5 3.8

20 富 山 1.6 1.6 1.5 21 宮 城 2.1 2.0 2.8

21 福 井 1.6 1.7 1.6 22 秋 田 1.9 1.4 2.1

22 宮 城 1.5 1.3 2.0 ☆ 全 国 1.8 1.9 2.5

23 香 川 1.3 1.2 1.8 23 熊 本 1.8 2.1 2.1

24 栃 木 1.3 1.2 1.8 24 千 葉 1.7 1.6 2.8

25 熊 本 1.3 1.5 1.3 25 栃 木 1.6 1.5 2.7

26 千 葉 1.3 1.1 1.6 26 富 山 1.5 1.8 2.2

27 秋 田 1.2 0.9 1.4 27 福 岡 1.4 1.0 2.1

28 福 岡 1.2 1.0 1.4 28 愛 知 1.2 1.1 2.3

29 東 京 1.0 1.1 1.5 29 山 口 1.2 0.6 2.7

30 愛 知 0.9 0.8 1.4 30 福 井 1.0 1.1 1.2

31 山 口 0.9 0.4 0.9 31 島 根 1.0 5.1 4.9

32 高 知 0.9 0.7 0.6 32 京 都 0.9 0.3 2.9

33 岩 手 0.7 0.5 0.7 33 岩 手 0.9 0.6 0.9

34 埼 玉 0.6 0.5 0.5 34 東 京 0.8 0.9 1.2

35 石 川 0.6 0.5 1.1 35 和 歌 山 0.7 0.2 0.6

36 和 歌 山 0.6 0.2 0.3 36 高 知 0.6 0.4 0.6

37 京 都 0.5 0.2 1.4 37 神 奈 川 0.6 0.6 1.8

38 神 奈 川 0.5 0.6 1.1 38 埼 玉 0.6 0.5 0.8

39 島 根 0.5 2.5 2.5 39 石 川 0.5 0.4 1.3

40 奈 良 0.4 ― 0.1 40 宮 崎 0.4 0.5 0.5

41 宮 崎 0.3 0.3 0.3 41 三 重 0.4 0.1 0.5

42 三 重 0.2 0.1 0.3 42 奈 良 0.2 ― 0.3

43 静 岡 0.2 0.1 0.1 43 静 岡 0.2 0.1 0.0

44 愛 媛 0.0 0.0 0.2 44 愛 媛 0.1 0.0 0.0

45 鳥 取 0.0 0.0 0.0 45 島 根 0.0 0.0 0.0

46 徳 島 0.0 0.0 0.0 46 鳥 取 0.0 0.0 0.0

47 沖 縄 0.0 0.0 0.0 47 沖 縄 0.0 0.0 0.0

(出所) 『金融ジャーナル』 2010. 12増刊号, ｢都道府県別預貸金のシェア・増減率｣ より作成｡



はない｡ 預貯金合計では鳥取, 島根, 佐賀, 高知,

宮崎, 沖縄, 秋田の各県に次ぎ, 全国下から 8番

目, また, 貸出金合計でも鳥取, 島根, 佐賀, 高

知, 徳島, 秋田, 宮崎の各県に次ぎ, 同じく全国

下から 8 番目となっている｡ しかし, 図表 3�6

｢都道府県別預貸金及びシェア (2010年 3月)｣

の業態別預貸金では, 山梨県の信用組合 (2信用

組合) は預貯金残高シェア 11.5％, 貸出金残高シェ

ア 22.0％と全国計のそれぞれ 1.6％, 1.8％と比べ

ると非常に大きなシェアで突出している｡

また, 図表 3�8 ｢業態別に見た都道府県別預貯

金・貸出金シェアランキング (山梨県の信用組合)｣

で見られるように, 上記, 山梨県信用組合の預貯

金残高シェア 11.5％, 貸出金残高シェア 22.0％は

それぞれ第 2位の茨城県の 5.8％, 8.0％を引き離

しだんトツの首位である｡ 因みに全国平均はそれ

ぞれ 1.6％, 1.8％である (2010年 3月期)｡

都留信用組合は昭和 27年 (1952年) 3月山梨

県下第 1号の信用組合として発足した｡ ｢郷土の

経済を支える郡内産業は, 戦時中の企業整備のた

め軍需産業への切り替えによって, 当時 15,000

台あった織機が僅か 6,000台を残すのみとなって

しまった｡ しかしながら終戦間もない昭和 22年

頃には, 繊維統制がなお続けられ極度の繊維不足

から “ヤミ” 生産の織機が急増して ｢ガチャン｣

と織れば ｢万｣ というお金が儲かるといわれた所

謂 “ガチャマン” 時代を現出するに至った｡ 昭和

24年末には繊維も統制が解除されて郡内機業の

将来に希望がもたれた半面, それは厳しい自由競

争への突入であって他産業との競合のなかで経営

の合理化と技術の向上が強く要請されるようになっ

て来た｡ 加えて昭和 25年後半の朝鮮動乱は次第

に原料である糸価の昂騰をよび, 資本蓄積が殆ど

ない大半の業者が賃織業に転落する等, 業界の実

態は零細過多性に傾斜していった｡ 同時に業者の

慢性的資金難を救う中小企業向け金融機関を渇望

する動きが次第に高まりをみせてきたのであ

る｣(8)｡ ｢郡内の機屋は少数の問屋に買いたたかれ

て, 採算を割っても商いをしなければならなかっ

た｣(9)｡ 当時, 緞子は飛ぶように売れていたが,

手形での取引は出来ず (信用力のない零細業者の

割引依頼に対して銀行は応じてくれなかった),

現金のみでしか商売が出来なかった｡ ｢機業に限

らず今までとかく庶民的な金融面からは見放され

勝ちであった当地方の現状を踏まえて, 有志の提

唱で多くの人々の期待のなかに都留信用組合が富

士吉田市に昭和 27年 3月 8日に発足し｣ た(10)｡

昭和 26年 6月 15日には信用金庫法も成立, 施行

されており, 信用金庫設立ということもありえた

のであるが, ｢昭和 27年 3月 6日付山梨県指令商

第 3�19号を以って県下第 1号の金融事業認可と

なった｣(11)｡

都留信用組合は, 上記発足の経緯に見られるよ

うに ｢地域のため, 顧客 (組合員) のため｣ とい

う地域帰属の創立精神を, 時代の変遷の中で引継

ぎながら業容を拡大してきた｡ 創立 30周年を迎

える昭和 57年 (1982年) 5月, 郡内ナンバーワ

ンの金融機関を目指して決起大会を挙行, ｢我々

は郡内を一番大切にしている！ 先進の金融機関

には負けない ! !｣ と宣言した｡ その 4か月後の同

年 9月, 遂に待望の預金 1,000億円目標が達成さ

れた (9月 30日現在 1,027億円)｡ その後, 融資

額においても郡内ナンバーワンを獲得, この数字

は郡内地域を大切に育てている証であり, 平成

23年現在においても融資額 1位を維持している｡

全体シェア(12) では上表のとおりであるが, 以

下地区において, 都留信用組合の融資, 預金シェ

アをみてみると, 同組合の融資が 60％を超える

高いシェアを誇っていることがわかる｡

社会科学論集 第 138号

102

図表 3�9 都留信用組合・山梨中央銀行シェア

(2010年 3月)

融 資 預 金

都留信用組合 44.17％ 31.92％

山梨中央銀行 30.92％ 44.74％

融 資 預 金

西 桂 地 区 65.04％ 34.9％

忍 野 地 区 67.64％ 32.3％

山中湖地区 69.84％ 30.2％



地方銀行である山梨中央銀行を向こうに回して

都留信用組合がこれだけの融資実績をあげられる

のは, まさに文字通りリレーションシップバンキ

ングを実践しているからなのだともいえる(13)｡

山梨県は良い意味でも悪い意味でも非常に政治

色の強いところで, かつて富士吉田市長は必ず対

立両派から交互に市長選出するという政治慣行が

あった｡ またいわゆる国中(14) と郡内(15) の根強い

対立なども底流にある (図表 3�10参照)｡ 冠婚葬

祭なども反対派の葬儀などには香典こそ出すもの

の葬儀には参列しないというような風土である｡

そうした政治色の強い土地柄であるが故に, 真の

意味でリレーションシップバンキングが実践され

ているのだとも言い得る｡

山梨県の信用組合は, 前述のように, 都留信用

組合を第 1号として昭和 34年 (1959年) までに

12の信用組合が設立されたが, その後数々の合

併を経て (都留信用組合も平成 6年 (1994年) 8

月には上野原信用組合を合併), 平成 15年 (2003

年) には 5信組にまでその数を減少させてきた｡

時代は平成の大不況に突入し, 信用組合や銀行は

次々に合併し金融業界の再編成が進んだ｡ そして

ついに都留信用組合にも 5信組合併し全県 1信組

を目指すという合併の話が持ち込まれたが, 合併

すると本店は甲府になってしまう, 本店が甲府に

あっては郡内が軽視されてしまう, と経営判断に

おいて地域愛をベースに合併には加わらず, 独自

の道を選択した｡ こうした全県 1信組への合併構

想には, 行政による働きかけ, 支援なども当然あっ

たものと思われる｡ 平成 16 年 (2004 年) 1 月

｢『つるしん』 は合併が進む地域金融機関のなかに

あって, 郡内地域と共に歩むことを決意した唯一

の地域金融機関です｡ 愛する地域, 郡内に貢献し,

共感を得るために地域とのコミュニケーションを

大切にし, 業務に精励することを宣言します｣ と

『2004 つるしん宣言』 を発表, 単独で生きるこ

合併は収益力の向上, 強固な経営基盤構築をもたらすのか
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図表 3�10 ｢国中｣ と ｢郡内｣

｢

国
中｣

｢

郡
内｣
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図表 3�11 信用組合 貸出金シェア, 預積金シェア等

金融機関を対象にした統計は多くの場合, ｢全国｣ ｢都道府県｣ をベースに集計され, 信用組合の空白地も含まれることから, 結果

的に信用組合のシェアは小さくなり, それゆえ信用組合のプレゼンス (存在感) の低さを指摘する声に繋がってきたことは否めない｡

従って信用組合の本拠地である ｢本店所在地｣ に限定した全信組連の集計は, 信用組合の地域への浸透度を証明する客観的な統計

ということができ, 信用組合の真の実力を表すものとなっている｡ 因みに, 地域信用組合の ｢本店所在地｣ における貸出金シェアは

8.46％, 預積金シェアは 8.38％, 年金シェアは 12.11％である｡

貸出金シェア上位 20 預積金シェア上位 20

信用組合名 (本店所在地) 貸出金
シェア (％) 信用組合名 (本店所在地) 預積金

シェア (％)

1 都 留 (富士吉田市) 58.82 1 笠 岡 (笠 岡 市) 47.12

2 笠 岡 (笠 岡 市) 34.56 2 都 留 (富士吉田市) 43.18

3 � 城 県 (水 戸 市) 28.82 3 銚 子 商 工 (銚 子 市) 30.90

4 銚 子 商 工 (銚 子 市) 26.71 4 飛 騨 (高 山 市) 27.96

5 協 栄 (燕 市) 25.40 5 協 栄 (燕 市) 26.95

6 山 梨 県 民 (甲 府 市) 24.16 6 群 馬 県 (安 中 市) 25.17

7 飛 騨 (高 山 市) 20.78 7 淡 陽 (洲 本 市) 24.29

8 奄 美 (奄 美 市) 20.46 8 益 田 (下 呂 市) 23.16

9 益 田 (下 呂 市) 19.45 9 糸 魚 川 (糸 魚 川 市) 22.57

10 淡 陽 (洲 本 市) 18.28 10 北 郡 (村 山 市) 22.46

11 北 郡 (村 山 市) 17.68 11 奄 美 (奄 美 市) 21.16

12 群 馬 県 (安 中 市) 17.62 12 愛知県中央 (碧 南 市) 20.54

13 佐 賀 西 (鹿 島 市) 16.99 13 土 佐 (土 佐 市) 20.29

14 愛知県中央 (碧 南 市) 16.29 14 七 島 (大 島 町) 20.24

15 島 根 益 田 (益 田 市) 16.06 15 � 城 県 (水 戸 市) 19.69

16 山 形 中 央 (長 井 市) 15.44 16 山 形 第 一 (高 畠 町) 19.02

17 両 備 (府 中 市) 15.27 17 滋 賀 県 (甲 賀 市) 18.54

18 糸 魚 川 (糸 魚 川 市) 14.91 18 両 備 (府 中 市) 17.03

19 い わ き (い わ き 市) 14.90 19 佐 賀 西 (鹿 島 市) 15.29

20 相 双 (相 馬 市) 14.60 20 宿 毛 商 銀 (宿 毛 市) 14.96

定積率上位 20 年金シェア上位 20

信用組合名 (本店所在地) 定積率
シェア (％) 信用組合名 (本店所在地) 年 金

シェア (％)

1 小田原第一 (小 田 原 市) 51.80 1 都 留 (富士吉田市) 83.19

2 大 同 (大 阪 市) 41.92 2 七 島 (大 島 町) 64.33

3 成 協 (東 大 阪 市) 41.58 3 協 栄 (燕 市) 53.77

4 都 留 (富士吉田市) 40.85 4 笠 岡 (笠 岡 市) 51.76

5 北 部 (台 東 区) 40.78 5 群 馬 県 (安 中 市) 43.97

6 長 野 県 (長 野 市) 40.16 6 銚 子 商 工 (銚 子 市) 39.13

7 飛 騨 (高 山 市) 39.05 7 飛 騨 (高 山 市) 37.04

8 土 佐 (土 佐 市) 38.88 8 北 郡 (村 山 市) 31.24

9 � 城 県 (水 戸 市) 38.08 9 淡 陽 (洲 本 市) 31.13

10 北 郡 (村 山 市) 37.98 10 愛知県中央 (碧 南 市) 30.58

11 五 泉 (五 泉 市) 36.06 11 半 原 (愛 川 町) 29.79

12 淡 陽 (洲 本 市) 35.97 12 奄 美 (奄 美 市) 29.19

13 滋 賀 県 (甲 賀 市) 35.80 13 山 形 第 一 (高 畠 町) 29.15

14 熊 谷 商 工 (熊 谷 市) 35.76 14 益 田 (下 呂 市) 28.44

15 青 和 (� 飾 区) 35.22 15 埼 玉 (本 庄 市) 27.53

16 秋 田 県 (秋 田 市) 35.15 16 糸 魚 川 (糸 魚 川 市) 25.35

17 佐世保中央 (佐 世 保 市) 35.11 17 会 津 商 工 (会津若松市) 25.05

18 益 田 (下 呂 市) 34.84 18 山 梨 県 民 (甲 府 市) 22.41

19 福島県商工 (郡 山 市) 34.60 19 滋 賀 県 (甲 賀 市) 22.34

20 相 双 (相 馬 市) 34.53 20 両 備 (府 中 市) 19.57

(出所) 全国信用組合新聞 2010. 8. 25
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図表 3�12 都留信用組合および山梨県民信用組合の概要

都留信用組合概要 (2010年 3月末)

創 立 昭和 27年 3月 8日

本店所在地 山梨県富士吉田市下吉田 1729番地

事 業 所 富士吉田市を中心として近郊市町村に 22店舗

代 表 者 名 理事長 細田幸次 (2010年 12月 11日就任)

組 合 員 数 46,787人

出 資 金 3,081百万円

預 金 残 高 2,566億円

貸 出 残 高 1,713億円

職 員 数 352名

山梨県民信用組合概要 (2010年 3月末)

創 立 昭和 28年 4月に甲府中央信用組合として設立

本店所在地 山梨県甲府市相生 1－2－34

事 業 所 甲府市を中心として近郊市町村に 44店舗

代 表 者 名 理事長 坂井俊次

組 合 員 数 124,298人

出 資 金 45,245百万円

預 金 残 高 4,083億円

貸 出 残 高 3,278億円

職 員 数 558名

図表 3�13 山梨県民信用組合 主要な経営指標の推移

区 分
第 52期

平成 16年度

第 53期

平成 17年度

第 54期

平成 18年度

第 55期

平成 19年度

第 56期

平成 20年度

第 57期

平成 21年度

経 常 収 益 11,285,503 11,133,919 11,024,493 10,838,205 10,115,545 9,194,812

経 常 利 益 △7,949,720 △4,003,920 △667,482 △11,082,007 △4,860,822 △9,067,718

当 期 純 利 益 △8,646,934 △7,108,947 △128,525 △10,529,542 △4,936,026 △8,586,994

預 金 積 金 残 高 514,713,841 502,771,538 492,770,266 463,678,911 421,947,925 408,293,051

貸 出 金 残 高 353,021,100 342,914,739 342,976,983 329,678,880 322,775,201 327,774,354

有 価 証 券 残 高 15,012,674 34,790,108 33,085,411 36,242,698 41,067,553 69,404,882

総 資 産 額 547,831,053 537,416,956 517,246,174 487,657,016 451,502,365 466,599,014

純 資 産 額 17,171,955 13,686,640 13,834,924 14,030,008 9,058,474 46,032,856

自己資本比率 (単体) 5.83％ 4.80％ 4.89％ 5.32％ 4.06％ 18.64％

出 資 総 額 13,981,068 17,557,459 17,594,441 22,833,428 22,793,992 45,245,101

出 資 総 口 数 13,981,068口 17,557,459口 17,594,441口 20,133,428口 20,093,993口 22,295,101口

出資に対する配当率 ― ％ ― ％ ― ％ ― ％ ― ％ ― ％

及 び 配 当 金 ― ― ― ― ― ―

職 員 数 821人 772人 719人 700人 634人 552人

(出所) 山梨県民信用組合ディスクロージャー資料より作成｡
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とを決めた都留信用組合はさらに地元に密着して

いくことになる(16)｡

一方, 平成 16年 (2004年) 2月 16日に谷村・

甲府中央・美駒・やまなみの 4信組は合併し山梨

県民信用組合となる (図表 3�5参照)｡

しかし, 山梨県民信用組合は合併後 6年を経過

するも, 2010年 3月期決算では純損失 86億円と

6年連続して赤字, 2009年 3月期には自己資本比

率も 4.06％まで低落した｡ 同信組はこれまで公的

資金の活用を含めて 3回にわたり合計 578億円も

の多額の資本支援を受けている(17)｡

山梨県民信用組合の合併については, 安田原三

による以下のような報告もある｡

｢昭和 40年代以降協同組織金融機関 (信金, 信

組) は, オーバーバンキング論を背景として, 中

小規模であることから非効率金融機関として整理・

再編, 合併・統合の対象に考え, 全国的に推進さ

れ, 機関数の大幅な減少が進んできている｡ 結果

として信用組合でみれば, 県内 1信組のみという

ところが 12県に達しており, 信組の存在しない

県が 5県も存在することになっている｣(18)｡ ｢こ

の山梨県民信用組合の合併は, 赤字を抱えている

複数の信組を含めて健全化を図るといういわば吸

収合併であって, その点でははじめから問題を抱

えていたといえる｡ これまでの信組の合併にも救

済的な合併がいくつもあったし, その結果健全で

あった信組が破綻するケースはいくつも発生して

いた｣(19) (もちろん救済合併によって破綻を回避

することが出来た事例もあるのではあるが)｡

こうした山梨県民信用組合の合併の事例でも分

かるように, 合併すれば直ちに収益力が向上し,

経営基盤が強固なものになるというものではない｡

その意味で規制当局の推進する全県 1金庫, 1信

組を目指す合併, 再編が万能ではないことの証左

ではないだろうか｡

5. 合併によって経営指標はどのように

変化したか

ここでは実際に行われた合併事例のデータを用

いて, 信金の合併効果を検証しておきたい｡ 図表

3�15～図表 3�18は, 北東北 3県で行われた合併

事例 (八戸・十和田信金の合併 (2008年 5月 19

日合併), 秋田ふれあい・角館信金の合併 (2002

年 6 月 24 日合併), 秋田・五城目信金の合併

(2003 年 10 月 20 日), 盛岡・二戸信金の合併

(2008年 7月 7日合併)) である｡ 八戸信金は十

和田信金と合併した後, あおもり信金, 下北信金

と合併し青い森信金となった (2009年 11月 9日

合併) ので, 単純な合併前後の比較は出来ず, 八

戸・十和田信金合併後のデータは 2009年 3月期

の 1期分しかない｡

合併によって収益力向上に一定の効果はたしか

に認められる｡ ただ内容を子細に見れば経費削減,

とりわけ人件費削減によるところが大きく, また,

国債など有価証券の売買益計上などあって, 必ず

しも合併による効果だけとは言い難い (日本的経

営において人員削減などは合併などといった契機

がないと実行出来ないことではあるが)｡

2011年 12月には, 合併金庫の青い森信用金庫

と合併離脱金庫の東奥信用金庫のそれぞれ 9月中

間決算が公表された｡ 青い森信金の経常利益は前

年同期比 49.5％増の 1,286百万円, 税引き後の純

利益は 9.5％減の 1,167百万円｡ 本業の利益を示

すコア業務純益はマイナス 186百万円と前年同期

より 218百万円減少した｡ コア業務純益がマイナ

スになったのは, 景気回復の遅れによる資金需要

の低迷から貸出金利息収入が減少したほか, 有価

証券利息配当金の減少が響いたためとされている｡

東奥信金の経常収益は前年同期比 13.1％減の

1,795百万円, 経常利益は同 35.8％減の 168百万

円, 税引き後の当期利益は同 28.3％減の 151百万

円となった｡ 国債などの債券売却益の減少が響き,

減収減益であるが, 本業の利益を示すコア業務純

益は同 643.2％増の 132百万円であった｡ 貸出金

は 75,937百万円で 0.5％増加しており, 青い森信

金が 268,273百万円と 10.6％減少したのととは対

照的である｡ 今後の両金庫の経営, 2012年 3月

期決算を注意深く見守ってゆきたい｡

井上 (2003a) は, ｢合併効果は短期間であら

わされるものではなく, 継続的な取組みの成果が

合併は収益力の向上, 強固な経営基盤構築をもたらすのか
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徐々にあらわれ, 平均すると合併後 5～6期をか

けて経費効率が平均的水準まで改善されている｡

人員の再配置などを考慮すると, ある程度の時間

をかけなければ, 合併効果はあらわれにくいとい

える｣ としている｡ また, 岩坪 (2003)(20) では,

｢信金間の合併は経営不振金庫の処理・救済の傾

向｣ があるとはいえ, ｢信金間合併に正の合併効

果が現れるのには 11年以上を要する｣ とも指摘

されている｡ しかし合併効果が現れるのに 11年

以上もの長期間を要するというのは, 合併による

規模拡大だけではなく, 経済環境の変化等の影響

も強く受けていると考えなければならない｡

また, 経営者の立場から, ｢合併によって収益

力が高まったといった実感はない｣ (徳成旨亮・

三菱 UFJ信託銀行常務執行役員経営企画部長)

ともいわれているように, 理論的にもまた実務面

においても, ｢規模の経済性｣ が成立していると

は簡単に言えないのではなかろうか｡
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図表 3�15 八戸・十和田信金の合併 (2008年 5月 19日合併)

八戸 � 十和田 � 08/3 �＋� 09/3 八戸

期 末 預 金 残 高 (百万円) 264,035 78,476 342,511 356,171

期 末 貸 出 残 高 (百万円) 116,851 47,428 164,279 171,780

預 貸 率 (％) 44.3 60.44 48.0 48.2

業 務 純 益 (百万円) 1,072 ▲ .74 998 1,553

常 勤 役 職 員 数 (人) 307 147 454 450

1人当り業務純益 (百万円) 3.49 ▲0.50 2.20 3.45

総 資 産 (百万円) 283,889 82,052 365,941 377,848

業 務 純 益 ROA (％) 0.38 ▲0.09 0.27 0.41

資 金 運 用 収 益 (千円) 5,461,941 2,034,862 7,496,803 6,896,118

役務取引等収益 (千円) 482,944 141,693 624,637 586,488

その他業務収益 (千円) 370,599 22,947 393,546 813,735

(小 計) 6,315,484 2,199,502 8,514,986 8,296,341

資 金 調 達 費 用 (千円) 745,965 202,342 948,307 1,024,992

役務取引等費用 (千円) 317,961 242,386 560,347 501,430

その他業務費用 (千円) 200,765 48,035 248,800 349,080

(小 計) 1,264,691 492,763 1,757,454 1,875,502

業 務 粗 利 益 (千円) 5,050,793 1,706,739 6,757,532 6,420,839

総 資 産 (百万円) 283,889 82,052 365,941 377,848

業務粗利益 ROA (％) 1.78 2.08 1.85 1.70

経 費 (千円) 3,964,957 1,700,406 5,665,363 5,312,199

う ち 人 件 費 (千円) 2,233,541 1,080,980 3,314,521 3,089,431

粗 利 経 費 率 (％) 78.50 99.62 83.84 82.73

不 良 債 権 (百万円) 12,074 5,373 17,447 15,092

貸 出 金 残 高 (百万円) 116,851 47,428 164,279 171,780

不 良 債 権 比 率 (％) 10.33 11.33 10.62 8.79

自 己 資 本 比 率 (％) 14.77 10.05 12.53

(注) 八戸�は合併前の 2008年 3月期の八戸信金の財務データ｡ 十和田�は合併前の 2008年 3月期の十和田信金の財務データ｡

08/3 �＋�は合併前の両信金の単純合算した財務データ｡ 09/3八戸は合併後の新八戸信金の財務データ｡
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6. 小 括

� 井上有弘 (2003a) は, 業務粗利益を生産

物としたときに, 預金量 4,000億円未満の信

金, つまり 8割弱の信金に ｢規模の経済性｣

が認められるという｡

� 一方, 八代恭一郎 (2004) のように, 信用

金庫の資金量と経営指標の関係を考察すると,

必ずしも資金量が多いほど各種経営指標が良

好だということにはならない, と規模の経済

性に否定的な論者も少なくない｡

� 八代は 2003 年 3 月期決算を行った全国

326の信用金庫を分析対象として検証して上

合併は収益力の向上, 強固な経営基盤構築をもたらすのか
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図表 3�18 盛岡・二戸信金の合併 (2008年 7月 7日合併)

盛岡 � 二戸 � 08/3 �＋� 09/3 盛岡 10/3 盛岡 11/3 盛岡

期 末 預 金 残 高 (百万円) 171,651 39,210 210,861 209,032 213,021 213,647

期 末 貸 出 残 高 (百万円) 91,322 17,953 109,275 107,101 109,015 104,884

預 貸 率 (％) 53.2 45.8 51.8 51.2 51.2 49.1

業 務 純 益 (百万円) 442 101 543 476 848 444

常 勤 役 職 員 数 (人) 237 69 306 290 295 288

1人当り業務純益 (百万円) 1.86 1.46 1.77 1.64 2.87 1.54

総 資 産 (百万円) 184,290 41,110 225,400 222,325 226,860 226,033

業 務 純 益 ROA (％) 0.24 0.25 0.24 0.21 0.37 0.20

資 金 運 用 収 益 (千円) 3,574,279 841,973 4,416,252 4,168,821 4,182,566 3,839,365

役務取引等収益 (千円) 326,509 51,405 377,914 357,422 356,505 350,609

その他業務収益 (千円) 30,246 10,475 40,721 16,752 181,048 150,448

(小 計) 3,931,034 903,853 4,834,887 4,542,995 4,720,119 4,340,422

資 金 調 達 費 用 (千円) 518,225 107,602 625,827 643,318 497,056 311,212

役務取引等費用 (千円) 123,199 44,576 167,775 157,508 164,655 166,514

その他業務費用 (千円) 937 1,005 1,942 194,696 112,844 112,766

(小 計) 642,361 153,183 795,544 995,522 774,555 590,492

業 務 粗 利 益 (千円) 3,288,673 750,670 4,039,343 �3,549,419 �3,950,802 �3,754,968

総 資 産 (百万円) 184,290 41,110 225,400 222,325 226,860 226,033

業務粗利益 ROA (％) 1.78 1.83 1.79 1.60 1.74 1.66

経 費 (千円) 2,789,858 697,872 3,487,730 3,106,989 3,284,356 3,210,474

う ち 人 件 費 (千円) 1,688,891 434,523 2,123,414 1,841,222 1,939,448 1,899,297

粗 利 経 費 率 (％) 84.83 92.97 86.34 87.58 83.24 85.61

不 良 債 権 (百万円) 13,506 2,561 16,067 9,812 9,081 12,099

貸 出 金 残 高 (百万円) 91,322 17,953 109,275 107,101 109,015 104,884

不 良 債 権 比 率 (％) 14.79 14.27 14.70 9.16 8.33 11.53

自 己 資 本 比 率 (％) 9.71 9.60 10.76 11.31 10.80

�業務粗利益は資金調達費用から金銭の信託運用見合い費用 (09/3期 1,946千円, 10/3期 5,238千円, 11/3期 5,038千円) を控

除したもので算出しています｡

(注) 盛岡�は合併前の 2008年 3月期の盛岡信金の財務データ｡ 二戸�は合併前の 2008年 3月期の二戸信金の財務データ｡

08/3 �＋�は合併前の両信金の単純合算した財務データ｡ 09/3盛岡は合併後の新盛岡信金の財務データ, 以下も同様｡



記結論を得るが, 再編が早い時期から始まっ

た東京や大阪などに本店を置く都市型信金

(バブル崩壊の影響を受け, また地域内貸出

シェアが最低水準にあり, 資金量が比較的大

きい信金が複数存在するという特殊性がある)

でも, 全国ベースでの分析と同様の結果が得

られ, 特殊性はみられなかったとする｡

� 私も八代と同様の手法で, 関心のある北東

北 3県の信用金庫について分析を試みたが,

全国ベースと特に異なる結果は得られず, 規

模の経済性が成立しているとはいい難いもの

であった｡

� 山梨県民信用組合の合併事例にみるように,

合併すれば直ちに収益力が高まり, 強固な経

営基盤が確立するといったものではない｡ 当

局主導の全県 1金庫, 1信組を目指す合併,

再編の当否が問われるところである｡

( 1 ) 『金融システムレポート』 (2008年 9月) pp. 51�

52.

( 2 ) 同, p. 85.

( 3 ) 分析するデータは 2002年 3月期の信用金庫決

算数値である｡

( 4 ) 八代の分析は, 2003年 3月期の信用金庫決算

数値である｡

( 5 ) 資金量 (預金積金残高) による分類については,

図表 3�1の注を参照｡ 効率性, 健全性についても

同様｡

( 6 ) 小田真一朗 ｢｢兆円信金｣ はあえて “弱者” の

戦略を 地域一番であり続けるために｣ (『金融ジャー

ナル』 2011. 8)｡

( 7 ) 『金融ジャーナル』 2010. 10. 12増刊号 ｢都道府

県別預貸金シェア・増減率｣｡

( 8 ) 都留信用組合 『50年あゆみ』 p. 28.

( 9 ) 都留信用組合 『50年あゆみ』 p. 18.

(10) 都留信用組合 『50年あゆみ』 p. 29.

(11) 都留信用組合 『30年あゆみ』 p. 7.

(12) 都留信用組合の営業地区は富士吉田市, 都留市,

大月市, 上野原市, 南都留郡, 北都留郡であり,

その営業区域内での融資, 預金シェア｡

(13) 生澤 博 ｢徹底した狭域高密度取引…都留信用

組合｣ (『ニュースレター 協同金融』 No. 94,

2010年 12月), 及び安田原三 ｢協同組織金融機

関の役割と課題～都留信用組合の事例を参考に～｣

(『ニュースレター 協同金融』 No. 97, 2011年 6

月) も参照｡

(14) 国中地方とは, 山梨県山梨郡, 八代郡, 巨麻郡

(巨摩郡) 一帯を指す地域区分やその地域の通称

名｡ 県単位で言えば御坂山地と大菩薩嶺を境とし

た西半分の地域にあたり, 甲府市を中心とする｡

面積 3,156.37 m2 (70.7％), 総人口 (2008. 12. 1)

678,683人 (77.8％)｡

(15) 郡内地方とは, 山梨県都留郡一帯を指す地域呼

称｡ 御坂山地と大菩薩嶺を境とした県東部地域で,

北都留郡・南都留郡にあたり, 県西部地域を指す

国中地方と対比される｡ 面積 1,309.00 m2 (29.3％),

総人口 (2008. 12. 1) 193,890人 (22.2％)｡

(16) 山梨日日新聞 2010. 5. 9 ｢歴史が語る真実 第

10回｣｡

(17) 同信組は 2006年 3月に全信組連から 20億円の

支援, また 2008年 3月には 108億円と 2回の資

本支援を受けた｡ 全信組連は不振信組に資本支援

する仕組みを持っていたが, 預金量 500億円以下

の小型信組を想定し, 支援額は一信組当たり最大

25億円という規定であったため, 規定改正によっ

て大型信組の救済を念頭に 100億円単位で支援で

きるようにした｡

第 3回目は公的資金の枠組み (｢金融機能の強

化のための特別措置に関する法律｣ (金融機能強

化法) による) を使っての 450億円の資本支援で,

信組業界への公的資金の注入は初めてとなる｡ 同

信組は全信組連に対して, 私募の方法により優先

出資 450億円を発行, 全信組連は既に引き受けて

いる同信組発行の優先出資 128億円を加え, 自ら

委託者となり設定する信託に当該優先出資を譲渡

する｡ 信託受益権は優先受益権 450億円と劣後受

益権 128億円から構成され, 全信組連は当初, 全

ての優先受益権, 劣後受益権の受益者となるが,

うち優先受益権 450億円を整理回収機構に譲渡す

る (全国信用協同組合連合会の平成 21年 9月 11

日 ｢金融機能強化法に基づく信託受益権等の買取

り決定について｣)｡

(18) 安田原三 ｢協同組織金融機関の役割と課題～都

留信用組合の事例を参考に～｣ (『ニュースレター

協同金融』 No. 97, 2011年 6月) p. 2.

(19) 同 p. 4.

(20) 岩坪加紋 ｢平均費用における信用金庫の合併効

果｣ (『國民經濟雑誌』 (神戸大学) 187巻 4号,

2003年)｡
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